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利
.害
蘭係人の意見書の主な内容とこれに対する県の見解について

意見書受付期間内 (平成 20年 7月 15日 ～8月 4日 )に 441人から意見書が提出さ
れた。その主な内容及びこれに対する県の見解は以下のとおりである。

意見書の内容 県の見解

① ,原子力発電所立地の必

要性
山口県に立地する発電
所では余剰電力を県外に

売電しており、電力不足
の状態にはなく、新規に

原子力発電所を作る必要
性がない。

電源開発は、事業者が、国のエネルギー政策に沿つ
て最適な電源構成等を勘案し、事業者自らの経営責任
において対応されることが基本であり、事業者は自ら
の経営責任において上関原電計画を計画し、国は平成
13年 6月 に電源開発基本計画に組み入れたところで
ある。

② 原電計画の実現性
電源開発基本計画に組
み入れられてから7年経
っても、原子炉設置許可

申請が出せず計画の実現

性が疑わしいので理立は

許可しないこと。

上関原電計画については、平成 13年の国の電源開
発基本言ヤ画への組み入れ、環境影響評価書の確定等を
もつて、1事業計画及び炉心の位置、規模、埋立面積等
の土地利用計画は確定していることから、埋立免許す
ることは可能である。

原子炉設置許可申請前に埋立免許を行った例
・ 福島第一発電所 1号機
・ 島根 1号機
。 伊方 1号機

原子力発電所の安全性
の問題
埋立予定地における活
断層の調査は慎重に行わ
れたのか。それに基づく

耐震対応は厳しいレベル
で施工が予定されている
のか。埋立地では液状化
も心配で、本件のように

放射能汚染という取り返
しのつかない事態を招く
ような施設の建設は認め

るべきではない。

③ 原子力発電所の安全性は、国の責任において、原子

炉等規制法に基づく原子炉設置許可等の手続により厳
格に審査されるものである。また、放射性物質による
大気の汚染、水質の汚濁等については、原子力基本法
その他の法律で定めるところにより厳格に対応される
べきものである。
県としては、国の安全審査の段階で、6分野 21項
目の知事意見に対する国の対応をしっかリチェックし
ていく。
一方、公有水面埋立法においては、原子力発電所の

安全性ではなく、護岸等の構造物の安全性等、埋立て

そのものが、災害防止について十分配慮されているか

を審査するものである。
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④ 環境アセスメント
これまでの環境アセス
メント調査等の過程から
すると調査Iよ社撰で客観
的な信頼性が得られな
い 。

環境影響評価法に基づく環境影響評価は、所定の手
続を経て、平成 13年 7月 の国の環境影響評価書の確
定通知及び問評価書の公告をもつて手続を完了してお
り、最終的に国(経済産業省)の審査を経て確定 (承認)
されたもの電ある。

⑤ 詳細調査との関係
詳細調査は依然として
終了しておらず、少なく
とも調査終了までは埋守

ての審査は進めるべきで
1まない。

埋立免許の審査のうち、護岸等の構造物の安定性・

安全性の審査に必要な強度計算の確認が可能なデータ
は、これまでに実施されたボーリング等による調査に
基づき、埋立免許願書に示されている。
なお、現在実施されている 聯 細調査」は、原子炉
設置許可申諦のためのデータ収集を目的とするもので
ある。

⑥ 自然の宝庫、貴重な漁
場
自然の宝庫であり、貴
重な漁場である田ノ浦の
海を守るため公有水面埋
立を許可しないこと。

理立免許願書を審査した結果、護岸工事等に際して
汚濁防止枠の設置等を行うこと、護岸及び岸壁を適切
な規模とすること、埋立て予定地内の小島を保存する
こと、緑化に当たっては近傍に自生している樹本構成
種を用いること等の措置により、環境に及ぼす影響は
少ない、または軽減の対策も講じられていることから、
環境保全に配慮していると認められる。

⑦ 希少生物
原子力発電所を建設す
るための埋立は、瀬戸内
海でもここだけに棲息す
る希 小牛物 券論滅に推 い

やるものである。

事業実施の際の希少生物等への対応については、タ
イ ドプール (潮だまり)を保存することや透過堤を設け
る等の対策が講じられるなど、環境保全に配慮されて
いる。

③ カンムリウミスズメ
カンムリウミスズメに
ついて、繁殖期の調査を
行わずに影響はないと結

論づける調査手法は強引
で悪質であり、理立免許

願書にカンムリウミスズ

メに関する記載がないの

は問題である.埋立予定
地周辺での生態や繁殖地
の確認調査を行うべきで
ある。

事業者の調査によれば、これまでのところ理立に関
する工事の施行区域内において、カンムリウミスズメ
の生息や繁殖は確認されていない。また、今後におい
ても、理立予定地周辺での調査は事業者がイTう べきで
ある。なお、これらの状況から、特段の環境保全措置
及び環境保全図書への記載は要しないと認められる。

2
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③ 漁業補償契約訴訟
祝島漁民が起こした漁
業権に関する裁判の結論
が出る前に、埋立申請を
出し、その判断をすると
いうの Iま いかがなもの
か。

公有水面埋立免許に当たつては、「埋立に関する工

事の施行区域内における漁業権者の同意Jが必要であ
るが、本件埋立てでは、漁業権者である山口県漁協 (四

代支店及び上関支店)の同意は得られており、必要な
条件は満たされ ている。

⑩ 漁業被害
埋立施工区域は一本釣
り漁業の主要漁場であ
り、営漁生活が大打撃を
受け、離島で漁業に依拠
した生活ができなくな
る。

埋立免許願書では、周辺海域の水質への影響度合い、
埋立て前後の流況変化が少ないこと等から、埋立てが
与える影響は軽微

‐あり、水産資源保全に配慮されて
いると認められる。なお、理立てにより漁業被審が生
じるようであれば、事業者の責任において適切な対応
がなされるべきである。

3
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第 2章 漁業機の意義と腱願

第
二
章
　
漁
業
権
の
意
義
と
種
類

１
　
漁
業
権
の
意
義

漁
業
法
で
は
漁
業
権
の
意
義
を
総
括
的
に
示
す
規
定
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
漁
乗
権
と
は
、　
一
定
の
漁
業
―
―
定
置
、
区
面
、

同
の
各
漁
業
―
―
を
営
む
権
利
で
あ
り

（第
六
条
第

一
、
二
項
）、
都
道
府
県
知
事
の
免
許
に
よ
つ
て
設
定
さ
れ

（第
十
条
）、

権
と
み
な
し
、
土
地
に
関
す
る
規
定
が
準
用
さ
れ
る

（第
二
十
二
条
第

一
項
）
旨
の
規
定
が
あ
り
ま
す
。

こ
れ
ら
の
各
規
定
を
粽
合
す
れ
ば
、
漁
業
権
の
一
般
的
意
義
は
、
「漁
業
権
と
は
、
特．
定．
一
水．
面．
に。
お．
ぃ
て．
特．
定．
の。
漁．
業．
を．
営．
む．

絶
対
権
で
あ
っ
て
、
行
政
庁
の
免
許
に
よ
っ
て
設
定
さ
れ
る
権
利
で
あ
る
。
」
と
い
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

こ
の
漁
業
機
の
意
義
を
補
足
し
ま
す
と
、
０
漁
業
権
は
、
営
業
と
し
て
水
産
動
植
物
の
採
捕
又
は
養
殖
を
す
る
権
利
で
あ
り
、

０
漁
業
権
は

一
切
の
水
面
に
わ
た
っ
て
漁
業
を
営
み
う
る
権
利
で
は
な
く
、
採
楠
又
は
養
殖
す
る
行
為
は

「特
定
さ
れ
た
水
面
」

（こ
の
特
定
さ
れ
た
水
面
を
漁
業
法
で
は

「漁
場
」
と
規
定
し
て
い
ま
す
。
）
で
行
わ
れ
る
も
の
に
限
定
さ
れ
ま
す
。
そ
し
て
さ
ら

に
、
③
そ
の
漁
場
区
城
た
る
特
定
水
面
に
お
い
て
一
切
の
種
類
の
水
産
動
植
物
を

一
切
の
手
段
、
方
法
に
よ
り
採
捕
、
養
殖
し
う

る
包
括
的
な
権
利
で
は
な
く
、
目
的
物
た
る
水
産
動
植
物
の
範
囲
及
び
採
捕
、
費
殖
の
手
段
方
法
な
ど
の
態
様
は
一
定
の
も
の
に

特
定
さ
れ
ま
す
。

そ
し
て
、
漁
業
権
は
、
０

一
定
の
漁
業
を
営
む
こ
と
、
す
な
わ
ち
権
利
者
が

一
定
内
容
の
水
産
動
植
物
の
採
捕
又
は
養
殖
を
す

る
と
い
う
利
益
を
、　
一
般
人
に
対
し
保
護
す
る
法
律
上
の
力
を
有
す
る
権
利
で
あ
っ
て
、
同

一
の
内
容
の
他
の
権
利
の
存
在
を
許

き
な
い
排
他
性
を
も
つ
も
の
で
す
。
ま
た
、
漁
業
権
は
０
す
べ
て
行
政
庁
の
免
許
に
よ
っ
て
設
定
さ
れ
る
権
利
で
あ
り
、
時
効
や

先
占
、
償
習
に
よ
っ
て
取
得
さ
れ
る
こ
と
は
な
い
も
の
で
す
。

以
上
に
述
べ
た
よ
う
に
、
漁
業
権
は
漁
場
の
独
占
利
用
権
で
も
な
く
、
水
面
を
支
配
し
又
は
占
用
す
る
権
利
で
も
な
い
の
で
す
。

２
　
漁
業
権
の
種
類

（第
六
条
）

漁
業
権
の
種
類
は
、
定
置
漁
業
機
、
区
画
漁
業
権
及
び
共
同
漁
栞
権
の
三
種
類
で
あ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
漁
業
権
の
対
象
と
な
り

う
る
漁
業
は
次
の
よ
う
に
限
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

①
　
定
置
漁
彙
権

定
置
網

（別
名
建
網
、
六
敷
網
等
）
漁
業
を
営
む
漁
業
権
で
、　
一
般
に
身
網
の
設
置
場
所
の
水
深
が
二
七
メ
ー
ト
ル
以
上
で
あ

る
大
規
模
な
定
置
網
を
対
象
と
し
ま
す
が
、
そ
の
規
模
、
対
象
魚
種
に
関
し
、
北
海
道
、
青
森
県
、
瀬
戸
内
海
及
び
沖
縄
県
に
特

例
が
あ
り
ま
す
。

②
　
区
面
漁
単
権

治

生

義

平

季

飛

林

本

本

平

浜

山

ホ
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第
四
章
　
公
物
の
使
用
関
係

二
九
二

七
・
〓
丁

五
民
録
一
〇
輯

一
五
五
一
頁
、
同
趣
旨
大
正
一
一
・
五
・
四
民
集
一
巻
壬
一三
頁
）
、
河
川
の
流
水
占
用
権
は
、　
一
種
の
財
産
権
た
る
私
法

上
の
権
利
で
あ
る
と
し
て
い
る

（大
判
昭
和

Ｉ
Ｔ

六
・
一
八
新
聞
一
四
五
号
Ｉ
ハ
頁
）
。
現
行
憲
法
の
も
と
で
、
下
級
審

の
判
決

で
は
あ

る
が
、

「
公
水
に
対
す
る
使
用
権
が
使
用
権
者
の
私
的
な
経
済
的
利
益
を
充
た
す
も
の
で
あ
る
か
ぎ
り
、
そ
の
権
利
は
、
私
権
た
る
性
質
を
も
つ
水
利

権
で
あ
る
」
と
し
た
例
が
あ
る

（東
京
地
判
昭
和
三
六
・
一
〇
・
二
四
下
民
一
二
巻

一
〇
号
二
五
一
九
頁
）。

（
ハ
）

折
衷
説
は
、
金
沢
教
授
の
主
張
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
、
ヨ

般
に
は
、
水
利
権
の
発
生
の
地
盤
に
即
し
て
考
え
る
か
ぎ
り
、
水
利
権

の

本
質
を
私
権
と
み
る
」
こ
と
が
妥
当
で
あ
り
、
「
水
利
権
が
行
政
庁
の
許
可
に
よ
っ
て
与
え
ら
れ
る
法
律
制
度
の
も
と
に
お
い
て
も
、
水
利
権

の
こ
の
本
質
に
は
変
り
は
な
く
、
た
だ
、

こ
の
場
合
は
、
許
可
庁
に
対
し
て
は
公
権
と
し
て
の
性
質
を
も
併
せ
有
す
る
こ
と
に
な
る
」
か
ら
、

（
七
）

結
局
、
水
利
権
は
、
公
権
と
私
権
の
混
合
的
権
利
と
解
す
る
の
が
適
当
で
あ
る
と
さ
れ
る
。
東
京
高
等
裁
判
所
が
、
公
水
使
用
権

に
つ
き
、

「公
権
説
は
権
利
の
形
式
に
着
目
し
、
私
権
説
は
権
利
の
内
容
に
着
眼
し
た
も
の
で
あ
っ
て
、
い
ず
れ
も
そ
の
一
面
的
把
握
で
あ
る
こ
と
を
免

れ
ず
、
公
水
使
用
権
の
本
質
に
つ
い
て
私
権
説
を
と
る
に
し
て
も
、
私
権
た
る
水
利
権
が
公
共
的
規
律
を
も
同
時
に
受
け
る
と
い
う
公
権
私
権

の
重
畳
性
が
指
摘
さ
る
べ
き
で
あ
る
」
と
し
て
い
る

（東
京
高
判
昭
和
三
五
・
一
〇
ｏ
一
四
行
集
一
一
巻
一
〇
号
二
九
一
七
頁
）
の
も
、　
一
種
の
折
哀

説
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。

②
　
次
に
、
公
共
用
物
使
用
権
が
、
債
権
的
性
質
を
有
す
る
か
物
格
的
性
質
を
有
す
る
か
に
つ
い
て
意
見
が
分
か
れ
る
。

（
イ
）

田
中
博
士
は
、
公
物
使
用
権
は
、
公
物
管
理
者
に
対
す
る
公
法
上
の
債
権
と
し
て
の
性
質
を
も
つ
も
の
と
解
さ
れ
（“
。
た
と
え
ば
ヽ

道
路
占
用
権
は
、
道
路
管
理
者
に
対
す
る
債
権
の
性
質
を
有
す
る
も
の
と
み
る
べ
き
で
、
占
用
権
を
理
由
と
し
て
、
道
路
の
廃
上
を
拒
否
す
る

こ
と
は
で
き
ず
、
道
路
の
廃
上
が
あ
っ
た
場
合
に
も
、
自
己
の
占
用
権
を
も
っ
て
第
二
者
に
対
抗
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
解
さ
れ
“
。
こ
れ

に
対
し
、
私
法
学
者
は
、
慣
行
上
水
利
権
に
つ
き
、
こ
れ
を
慣
習
法
上
の
物
構
と
解
し
て
そ
の
効
力
を
認
め
て
い
る
。

（
口
）

■
の
点
に
り
き
、
多
く
の
制
例
は
、
慣
行
た
の
流
水
使
用
権
に
つ
１
、

慣
習
１１
認
め
ら
れ
た

．水
流
ソ
使
用
ス
ル
．
組
ノ
権
利

（た 日

「

判
明
治
三
八
‘
一
〇
Ｄ
一
一
民
録
一
一
輯
一
一壼
一六
頁
）
で
あ
る
と
か
、
「流
水
ヲ
共
用
」
す
る
特
種
の
使
用
権

（大
判
明
治
三
二
ｌ
Ｔ

二
六
民
録
六

輯
二
巻
九
〇
頁
）
で
あ
る
な
ど
と
い
い
、
そ
れ
が
慣
習
法
上
の
物
権
で
あ
る
こ
と
を
明
言
し
て
い
な
い
。
し
か
し
、
あ
る
い
は
、
流
水
使
用
権
の

侵
害
に
対
し
妨
害
排
除
請
求
権
を
古
く
か
ら
認
め

（大
判
明
治
一二
八
，
一
〇
・
一
一
民
録
一
一
輯
〓
壬
一六
買
、
同
昭
和
九
。
一
〇
二
〓
一判
決
全
集

２

四
）
九
買
）、
あ
る
い
は
、
地
役
権
に
お
け
る
と
同
様
に
流
水
使
用
権
が
そ
の
田
地
と
と
も
に
移
転
す
る
こ
と
を
認
め

（大
判
大
正
六
■
Ｔ

六
新
コ

ｒ

一
四
九
号
三
Э
買
て

あ
る

′、
ま
、
充
κ
吏
■
糧
ま
、
「
也
ヘ
ノ
之

フ
侵

る
，
ト
フ
容

サ
ザ

ル
」
権
利

で
あ
る
と
す

る
こ
と

（
大
判
明
治
四

二

。
一
０
二

一
民
録

一
五
輯
六
頁
、
同
昭
和
六

・
一
〇

・
九
新
聞
三
二
二
九
号

一
六
頁
、
同
昭
和
九

・
一
二
。
一
二
新
聞
三
七
九
〇
号

一
二
頁
）
な
ど
か
ら

み

て
、
そ
れ
を
物
権
類
似

の
構
利

と
し

て
、
物
機
的
効
力
を
認
め
て
い
る
も
の
と
解
さ
れ
る
。

③
　
第
二
に
、
公
物
使
用
機
の
財
産
権
性
―■
つ
い
て
で
あ
る
。
公
構
説
は
、
公
物
使
用
権
は
、
公
権
の
性
質
を
有
す
る
と
し
て
も
、
そ
の
実

質
は
、
そ
の
物
を
使
用
し
、
占
用
す
る
こ
と
を
内
容
と
す
る
財
産
相
的
性
質
を
有
す
る
も
の
で
、
こ
の
点
に
お
い
て
私
権
と
類
似
の
性
質
を
有

し
、
私
構
に
準
し
て
、
こ
れ
を
譲
渡
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
み
な
ら
ず
、
第
二
者
が
こ
の
使
用
権
を
侵
害
し
た
場
合
に
は
、
民
事
上
の
妨
害
排

除
な
い
し
損
害
賠
償
の
驚
求
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
が
舞
。
こ
れ
に
対
し
、
前
掲
の
判
例
は
、
河
川
敷
地
占
用
権
、
公
水
占
用
権
の
ご

と

き
密

勿

吏

調

整

を

′、
ダ

に

も

阻

去

Ｌ

つ
け

奎

書

で
あ

る

と

し

、

そ

れ

を

理
由

Ｌ

し

で

そ

の
譲

渡

性

を

認

め
、

ま

た
、

そ

の
侵

害

に
対

し

て
は

民
事
上
の
救
済
を
認
め
よ
う
と
し
て
い
る
。

０
　
上
記
の
公
共
用
物
占
用
構
の
性
質
を
め
ぐ
る
学
説
及
び
判
例
の
考
え
方
に
つ
い
て
、
次
に
「‐
私
の
考
え
を
の
べ
る
。

（
イ
）

公
共
用
物
に
つ
い
て
は
、
個

々
の
公
物
法
の
規
定
に
よ
り
、
公
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
必
要
な
限
度
で
、
そ
の
物
の
上
の
私
権

が
制
限
又
は
否
定
さ
れ
、
私
法
規
定
の
適
用
を
排
除
す
る
旨
を
定
め
て
い
る
例
が
少
な
く
な
い
こ
と
は
、
さ
き
に
の
べ
た
と
お
り
で
あ
る
。
た

と
え
ば
、
道
路
法
は
、
道
路
を
構
成
す
る
敷
地
支
壁
そ
の
他
の
物
件
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
私
権
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
を

規
定
し
稀
）、
ま
た
、
河
川
法
は
、
河
川
の
流
水
は
、
私
権
の
目
的
と
な
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
を
規
定
し
て
い
る
Ｃ
）。
ま
た
、
道
路
又
は
河

第
四
節
　
公
共
用
物
の
特
別
使
用
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
一一九
二

「

kumam
ハイライト表示

kumam
ハイライト表示

kumam
ハイライト表示

kumam
ハイライト表示

kumam
ハイライト表示

kumam
ハイライト表示

kumam
ハイライト表示



斌
十
黎
『

や
ヽ

ミ

ミ

ト
萄
瓶
冷
燎
恥
鋳
酔

詳

ヽ
鈍

駄

なんでそうなのかと言えば、要網で権利として認められているから、そして、「公共用地の取得に伴 う損失補償基準要綱」

は単なる要綱ではないんです。憲法 29条に関連して「公共用地の取得に伴 う損失補償基準要細」が定められているんです。
つまり、憲法29条 3項 「私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のために用いることができる」、これに基づいて
「公共用地の取得に伴 う損失補償基準要綱」ができているんです。

あなたは電力会社の損失補償基準は違 う(要綱に基づかない)と 言われましたが、そんなことがあるわけないんです D

なぜなら、憲法に基づいて正当な補償をするための基準として要綱が決められているんですよ。基準があれこれあつたら、

「正当な補償」にあれこれあることになっちゃいますよね。そんなことあるわけないんだから。

「正当な補・l■」をするために要綱をわざわざ定めたんです。だから、あらゆる損失補償基準が要綱に基づいて作られなきゃ

いけないんです。あなた、そこのところ全く判つておられない。電力会社の補償基準は要綱と関係ありません、と言えるこ

と自体、いかに憲法が判つていないかってことなんですよ。

ということは、要綱に基づいて損失補償をしなければ、「正当な補償」でなくなって、憲法違反を犯すということなんで

すよ。あなたの答弁は憲法違反の答弁だったんですよ、この間cこ のこと、やっと判りました ?

ということは、このボーリング調査でも、許可漁業者・自由漁業者を利害関係人から外したら、憲法違反の行為をやつて

いるということなんですよ。 1番 目、 2番 目に関連してきます、これは。

利害関係人は補償と関係ない。

じゃあ、ボーリング調査でも許可漁業 0自 由漁業に損失補償をしなければならないことは認められますか。

ボー リング調査は条例に基づくので損失補償は必要ない。

被害が出てくるんですよぅ

条例では必要ありません。中電さんがどのように対応するかは民民の問題で我々とは関係と,り ません。

(必要もないのに)払つたら、電気料金にはね返つてきますから、無駄な支出になって株主訴訟になりますから、だから

この間 (2006年 )に中電の人、大慌てになったんですけど。 (補償しなければならないから中電は補償したんですよ)

何を質問されているのか、

真貪1に聞いといてくださいよ。

祝島の人たちが被害を受けるのに、補償はないというのですか。何ですか、それって、もっと真剣にやってください。

真資1にやつております。

いのちがかかっているんじゃないですか、みんな。 10億8千万Fの補償金を受け取らないでいるんじゃないですか。

そういうことができますか、あなたたちに。何百人という人が生活をかけて闘つているのに、。ほんとに許せないc

あらゆる埋立で許可漁業・自由漁業に補償しているのは、憲法29条があるから、補償しなければならないからしているんで

すよ。ボーリング調査で補償しないと言われるが、それは憲法違反を犯しますと言 うのと同じことなんです。

県   48152
K    491100

県

安藤  4924

県

K    49138

県 (河村 )

?

三浦 。安藤 5016
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指令平 31河川第 321号

広島`市中区小町 4番 33号
中
.国
電力株式会社

令和元年 10月 8日 付け上原準立第 17号で申請のありました一般海域の占.用 につい
ては、一般海域の利用に関する条例 (平成 10年山口県条例第 3ザ)第 3桑第 1項ぬ規
定に基づき、次の条件を付けて許可します。

山口県知事 村岡

1 許可事項
(1)占用場所                          ,
熊毛郡上関町大宇長島地先海域 (水深 約 12.5m)  =
次の 4点 を結んだ線に囲まれた範囲
1 北緯 33度 47‐分 24.3秒  東経 132度 11分 52: 8秒
. ■ 北燎.■ ■庁47今 221 5秒  市経ヽR2庁 1・令ギo_ 6秒
. 3 北.緯 33度 .47分 20. 7秒  東経 132度 1分

.52. 3秒 ~

1 4 北緯 33度 47分 22, 5秒  東経 132度 1分 54・ . 9.秒
(2)目 11                     `.                   .        .
原子力発電所立地に係る追カロ地質調査におけるポーリン グ調査 (1饉所 ポー リ
ング用ニパ シド台船 1.台 )

rtヽ 占冨蜘間

令和元年 10月 31日 から令和 2年 1月 30日 まで
(4)占用面積         ″
・ .6,05oピ      ・    .   ・

(5)占用料   `           、

226i,875'円 (算定根拠 :=別紙のとお り)

2条  件 、      一 :

.(1)占
用に当たっては、一般海域の利用に関する条例及び同条例に基づき発せられた命令.

を遵守すること。
・ (2)一般海域管理上支障が生した場合は、許可を取消し、原状回復を命ずることがあるょ
(3)・上の占用及び工住物の設置によつて捜失を受ける者があるときは、警可を受けた者の

負担において原状回復又は損失

…

行うこと。      
 ` ‐

・(4)工事の施工に当たつては、出口県柳井土木建築事務所長が出般海域管理上必要と認め
てする指示に従 うこと.

｀       教  示
,こ の処分について不服がある場合は、この処分があつた■連を知つた冒●翌日・から起
算して3月 以内に、山.口 県知事に対して審査請求をすることができます。

また:こ め処分の取り消しの訴えは、この処
.分
があつ
。
たことを知つた日の翌日か.ら起

算してo笛月以内に、山口県を被告として (この場合において
.、

山口県知事が覆告の代
表者となります。)提起することができます。  '

7

曇
i

ず料7b

令和元年
・
(2019年)10月 31日
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漁業補償等に係わるご質問について (ご卜1答 )

拝啓 時下ますますご:青栄のこととお慶び中しあげます。
さて,過日よりご質緯1いただいております件につきまして,下記のとおりご回答

申しあげますので,よろしくお願いいたします.
敬 具

記

1.(ご質問)
今回の海上ポーリング調査にあたり,許可漁業および壼由漁業の漁業者に
対して,なぜ補償がなされていないのか.
(ご回答)

漁業補償につきましては, 2000年 (平成 12年)に漁業補償契約を締
結していますが,同契約が,漁業権漁業だけでなく,許可漁業および自由漁
業も含めて正当な手続を経て締結されていることは,当時の祝島漁業協F・4組
合と同組合長ほか所属組合員の方々が提起された裁判において,2007年
(平成 19年)の広島高等裁判所判決および2008年 (平成 20年)の最
高裁判所決定により確認されています.したがいまして,当社としては,同
契約および裁判所の判断に従ってご対応させていただくこととなります.

今回,当社は同契約を踏まえ海上ポーリング鋼査を行うものでありますが ,

i軍急「書隻嘉爾轟奪[責TF真:露籍轟景憲百ユ泄糞壇露力墨譲壁壼懸二■|:
転に伴う錯迷感を含めて同意。受忍をいただいており,当社はこれらに対す
る漁業補償金を既にお支払いしています。

.警可漁業および自由漁業に対する補償につきましても,上記漁業補償金が ,111
漁業権漁業との区別なく光熊毛地区の漁獲高全般をもとに算出されたもので 1_|:|
あることから,包括的な補償により

・
既に解決しているものと考えております二:■‐

Scanlled bv CamScamer
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